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§1．はしがき
製造工業において，製品原価の計算を製造直接費のみで行い，製造間接費
は期間原価にするという直接原価計算思考が台頭してきたのは， 1900年代に
入ってからであった。この直接原価計算では，製品原価の計算を変動費と固
定費に分類し，変動原価部分を取り出して製品原価としたのである。
直接原価計算に関する最初の文献は，周知のごとく， 1936年1月に N.A.
C.A．の会報に公表されたジョナサン， N.ハリスによる「わが社は，先月い
(1) 
くら儲けたか？ （What Did We Earn Last Month?）」という論文であった。
(1) Jonathan N. Harris, "What Did We Earn Last Month ?" N. A. C. A. 
Bulletin, Vol. 17, No.10, Jan. 15. 1936, pp. 501-5町．
この論文は． N.A.C.A.（その後N.A.A.に改称された）の調査報告書第23号
「直接原価計算の歴史」の冒頭にもとりあげられている。
"Direct Costing," Research Series No. 23, N. A. C. A. Bulletin, Vol．糾 No.8,
April 1, 1953年 p.4.染谷恭次郎監訳・アメリカ会計協会編「直接原価計算」
昭和38年，日本生産性本部。 147ペー ジ。
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彼がコンサルクントとして勤務していた Deweyand Amy Co. は，化
(2) 
学製品を専門に製造する装置産業であった。ゆえに，固定費の原価割合が高
く，伝統的な全部原価による標準原価計算では，「売上高が増加したのに拘
らず，利益が減少するという状態が引きおこされるのである。言いかえれ
ば，標準全部原価計算において製品原価に含まれる間接費の大きさは，基準
操業度にどのような操業度をとるかによって決まり，これが棚卸資産の大き
さと期間損益の大きさに影響するとともに，配賦不足額を通しても損益に
影響するので，販売量が増加しても製造量が低下すると配賦不足額が増大し
(3) 
て損益をかえって低下させることがありうるのである。」このような計算の
不合理性に対して，彼は「固定的間接費は製品原価に配賦集計しないで，変
動費である直接製造原価だけを製品に集計し，プロダクト的対応を行なうよ
うにし，固定間接費は全額をその期の費用とする（ピリオッド的対応を行
(4) 
う）直接原価計算を主張した。」のである。彼の提唱した直接原価計算は，
1929年の世界的大恐慌後という経済的背景もあり，経営者の原価管理目的に
答えたものであるといえる。
その後，多くの直接原価計算研究者が，数々の研究成果を公表し，直接原
(5) 
価計算の発展に貢献してきたことは，周知の通りである。
このように直接原価計算は，全部原価計算との関係において，標準原価計
算と結びついて，直接標準原価計算として発展するとともに，経営者ならぴ
に経営管理者の要請にもとづいて，「主に前向きな計画計算，例えば，利益
計画を樹立したり，また， C.V.P Relationship(原価ー取引量ー利益の関係）
(2) 園田平三郎著「直接原価計算」ーJ.N.Harrisの学説研究 中央経済社，昭和
63年6月， 2-7ペー ジ。
なお， J.N.Harrisの直接原価計算に関する論文については，山辺六郎著「原
価計算」千倉書房，昭和36年5月， 409-436ページ。において，詳細に批判的に
紹介されている。
(3) 小林健吾著「直接原価計算」同文館，昭和58年， 27ペー ジ。
(4) 小林健吾著「前掲書」 27ペー ジ。
(5) 小林健吾著「文献研究直接原価計算」中央経済社，昭和56年を参照されたい。
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によって，販売品種とその数量とを組合わせたり，さらに販売高と製造量と
の調整計算をしたり，また必要によっては，原価管理にも価格計算などにも
(6) 
用いる。」のである。
ところで，わが国の企業会計審議会は，去る昭和63年5月26日付，「セグ
メント情報の開示に関する意見書」を大蔵大臣に報告，公表し，今後関係省
令等の改正手続を経て，平成2年4月1日以後に開始する事業年度の株式市
場上場会社から適用される予定になっている。このセグメント別の収益測定
にも直接原価計算が経営の内部報告との関係で，限界利益 (marginalin-
come)および貢献差益 (contributionmargin)の測定を通じ，有用なこと
は言うまでもない。
そこで本稿は，チャールス T.ホーングレンおよぴジョージ・ホスクー両
教授の所説を中心として，変動原価計算と全部原価計算の相遣点，貢献差益
と売上総利益，貢献差益率の長所，ならぴに混合販売の効果等の問題点につ
いて，考察していきたいと思う。
§2. 変動原価計算と全部原価計算
ホーングレンとホスター両教授は，変動原価計算と直接原価計算との用語
の遮いについて，「変動原価計算 (variablecosting)という用語は，正確な
記述であるが， 直接原価計算 (directcosting)としても広く用いられてい
る。しかし，その直接原価計算は棚卸高から固定製造間接費 (fixedfactory 
overhead)を控除して表示している。したがって，直接原価計算と呼ぶの
は，不適当な用語である。つまり，直接材料費や直接労務費のみならず，変
動製造問接費 (variableindirect manufacturing cost)も棚卸に含んだ処
理方法である。確かに，変動原価計算を変動製造原価計算 (variablemanu-
facturing costing)と呼ぶならば，それはよく理解できるであろう。何故な
らば，その区別をするための中心課題は，製造原価をどのように計算するか
ということである。変動販売費と変動管理費は，変動原価計算および全部原
(6) 久保田音二郎著「直接標準原価計算」千倉書房，昭和40年， 4ペー ジ。
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価計算(absorptioncosting)に期間原価として，会計処理 (writtenoff)さ
(7) 
れている。」と述べている。この変動原価計算という用語を直接原価計算に
代えて用いたのは， P.クレーマーが最初であるといわれている。この点に
ついて園田平三郎教授は，「彼の論文においては "DirectCosting"という
用語はーカ所も使用されておらず，そのかわりにただーカ所ではあるが，
"Variable Cost Method"という用語が使用されていることは注目しなけれ
(8) 
ばならない。」と，述べられている。
ホーングレン教授も従来は，直接原価計算 (directcosting)の用語を使
(9) 
用していた。本稿では，前述の理由から変動原価計算の用語を使用していく
ことにする。
さて，次頁の表1は，全部原価計算と変動原価計算の原価の流れ(theflow 
of costs)の比較を示したものである。 この表では，製造間接費のうち，固
定製造間接費の動きに注目しなければならない。全部原価計算では，原価計
算期末に売れ残った製品があれば，当該製品へ配賦された固定製造間接費
は，棚卸資産に含まれて次期へ繰り越され，その製品が売却された時点で売
上原価に振り替えられる。他方，変動原価計算では，固定製造間接費は製品
に配賦されず，その発生した期間の期間原価として会計処理されることが明
瞭に示されている。
ホーングレンとホスクー両教授は，変動原価計算に対する賛否両論につい
て，次の如く述ぺている・。「変動原価計算は会計士達の間では，議論の余地
のある論題である。何故ならば，経営計画や管理に関して，変動費と固定費
の原価態様 (variable-andfixed-cost behavior patterns)を描写，記述
する必要性に関しての反対だけでなく，外部報告に対する理論的妥当性に関
(7) C. T. Horngren & G. Foster., Cost Accounting A Managerial Emphasis. 
6 ed, Prentice-Hall, 1987. p. 56. 
(8) 園田平三郎著「前掲書」 157ペー ジ。
Philip Kramer, "Selling Overhead to Inventory" N. A. C. A.-Bulletin, 
Vol.28, No.10, January 15, 1947, Sec. I,p.5切
(9) C. T. Horngren., Cost Accounting A Managerial Emphasis. 4 ed Prentice-
Hall, 1匂7.p.295. なお， 5edより「Variablecosting」の用語を用いている。
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表1 原価の流れの比較
全部原価計算
原価勘定 貸借対照表上の棚卸資産原価 損益計算書の経費
直接材料費＊ 未経過原価として売上品 棚卸資産が売れた
直接労務費＊ 期首に棚卸資産へ として 時点で費用となる
変動製造間接費＊ 充当する
固定製造間接費＊
変動原価計算
原価勘定 貸借対照表上の棚卸資産原価 損益計算書の経費
直接材料費＊ 未経過原価として．売上品 棚卸資産が売れた
直接労務費＊ 期首に棚卸資産へ として 時点で費用となる
変動製造間接費＊
固定製造間接費 I ）直接に費用 直接に費用となる
＊製品が製造されたとき、原価は単位原価の利用を通じて、通常、棚卸資産に
充当される。
出所： C. T. Horgren & G. Foster., Cost Accounting A Managerial Emphasis 
6 ed, Prentice-Hill, 1987. p. 56. 
しての疑問についても論争されている。変動原価計算の支持論者は，製造間
接費の固定費の割合は，特定単位の生産よりも，生産能力により密接に関連
していると主張している。これに対して，変動原価計算の反対論者は，棚卸
資産は，固定費要素を持っていると主張している。何故ならば，変動製造間
接費も固定製造間接費も製品を製造するために必要であり，これら二つの原
価は，棚卸資産原価となるべきで，それらの原価態様の遮いは考慮すべきで
ない。職業会計士団休も内国歳入局も変動原価計算を一般的な棚卸資産の評
価方法として恩めていない。しかし，カナダでは変動原価計算を棚卸資産評
(10) 
価の目的に使用することを禁止していない。」と，述べている。
さらに，固定製造間接費の影響について，全部原価計算と変動原価計算の
会計処理の遣いを簡単な例を挙げて，「固定製造間接費を1981年に2,200ドル
(10) C. T. Horngren., & G. Foster., op. cit. p. 56. 
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負担するものとする。そして，また， 1,100個の生産をして1,000個売れたと
仮定する。全部原価計算のための分母量 (thedenominator volume)は，
1,100個とみなし， 固定製造間接費の割合は， 2,200ドル+1,100個=1個に
(11) 
つき 2ドルである。以下の図は，．計算における相遮を要約している。」と述
ベ，固定製造間接費の動きに注目している。
表 2
固定製造間接費 変動原価計算一
計算された原価 計算された原価 1981年の経費
直ちに期間原価となる
$2,200 $2,200 
固定製造間接費 全1部原価計算一
計算された原価 棚卸原価 1981年の経費
舷 ）棚卸在庫に追加
1,100個 X$2.00= $2,200 
売上品原価
1,000個X$2.00=控』堡—~包祉迎
期末棚卸高｀
100個X$2.00= $200 
出所： C. T. Horngren & G. Fostes., ibid., p. 253. 
原書では,19-1年となっているが， 1981年とした。
この表2は，表1で説明された原価の流れの比較を数値をもって，特に固
定製造間接費について，棚卸高への影響を示したものである。 1981年におけ
る経費の差額200ドルは，全部原価計算では，固定製造間接費が期末棚卸高に
含まれていることがわかる。また，表2に固定製造間接費のみ示したことに
ついて，「何故なら， その他の製造原価は，変動・全部原価計算において，
両方同じょうに計算されているからである。すなわち，直接材料費，直接労
(11) C. T. Horngren., & G. Foster., ibid. p. 253. 
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表3 B会社の変動原価計算と全部原価計算の比較
1981年12月31日期末の損益計算書
〔参考資料；期首棚卸高は0、単位変動製造原価は、 $6.00〕
変動〔直接〕原価計算 全部原価計算
売這：1,0嘩単価$10.0 $10,00 売上高 $10,00 
製品の変軌製造原価 売厩価
麟によって得られる1,100@$6.0$6,600* 単位厩価合計
差~I期末棚卸畜 1磯@$6.0 Goot 変蘭製造原価：
売上品の変軌製造厩価 $6,00 1,10嘩 $6.0 $6,60 * 
変蘭製造原価に付価される販売費 固定製造原価 2.0 2,20 
および一般管理費 40 売製品の原価 $8.0 $8,80 
売に対して鼠課される変軌原価の合計 6,40 差引期末棚伺高
貢献差益 $ 3,60 1叫眉 8.0 soot $s,oo 
差引固定費 売且辞l益 $2,00 
固定製造原価 $2,20 差引販売費及び一般管理費合計
固定販売費及び一般管理費 50 2,70 変動費の$40を含む 90 
営業利益 $ 90ot 営業利益 $1,10ot 
＊構成
単位賑価 合 計
直接材料費 $3.0 $3,30 
直接労務費 2.0 2,20 
変励問接費 1.0 1,10 
変励製造原価 $6.0 $6-,60 
十 営業利益の差$200は、棚卸高の差$200($800-$600)からきている。全部原価計
算では、固定製造間接費$2,200のうち、 $200は、棚卸高に戻される。また、変動原
価計算では、 $200は売上高に対する費用として直接差し引かれる。
十 貢献差益と売上総利益は、変動原価計算と全部原価計算に関する根本的な概念に
ついて、最も興味のある論争をする二つの重要な中間の金額である。
出所： C. T. Homgren & G. Foster., ibid. p.254 
原書では、 191年となっているが、 1981年とした。
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・(12) 
務費および変動製造間接費は，常に棚卸高に含まれている。」と述べている。
次に，この固定製造間接費2,200ドルをさらに詳細に説明するため，これ
に追加情報を加え， B社の1981年末の損益計算書を変動〔直接〕・全部原価
計算の形式で，固定製造間接費の動きをたどっている。この形式では，変動
原価計算に後で述べる「貢献差益」を示していることに注目したい。
表3では，「変動原価計算において，固定製造間接費の総額2,200ドルを費用
として差し引いている。これとは対照的に，全部原価計算では固定製造間接
費の単位原価2ドルについて，それぞれ完成個数に配賦したものとみなして
いる。変動製造原価は，前述のごとく，どちらも同じように計算されている。
これらの損益計算書の一般的な形式は，周知の通りである。表3(/)二つ目
の脚注に新しい特定事項が説明されている。もし，棚卸高の水準が変化すれ
ば，収益は固定製造間接費について異った計算方法を用いているために，変
化するであろう。
問題の要点を決して見落さないことである。変動原価計算と全部原価計算
の相遣点は，度々述べる如く，固定製造間接費の計算方法の相遮が主なもの
となっている。表4は， 1,000個の売上の代りに，売上が900個， 1,000個およ
ぴ1,100個であったと仮定すると，固定製造間接費は，以下の費用を含む
・ (13)
ものとする。」として，全部原価計算のもとでは，棚卸高として保有してい
表 4 1981年の経費
変動原価計算売上がそれぞれ
90嘩、 1,000個あるいは1,IOOil)のとき
全部原価計算売上をしたとき
900個売上 $400 棚卸として保有
$2,200 
$1,800 
1,00囁売上 $200 棚卸として保有 $2,000 
1,100個売上 1981年固定間接費の全額$2,200 $ 2,200 
出所： C. T. Horngren & G. Foster.; ibid. p. 255 
(12) C. T. Homgren., & G. Foster., ibid. p. 253. 
(13) C. T. Horngren.; & G. Foster., ibid. pp. 253-255. 
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る間は，固定製造間接費は費用とならず，製品が全て売却されたとき，費用
となる。すなわち，変動原価計算による売上個数と同数で，棚卸高が0と
なったとき，両方の営業利益は同額となるのである。
§3. 貢献差益と売上総利益
ホーングレンとホスクー両教授は，変動原価計算において表示される貢献
差益および全部原価計算において表示される売上総利益の基本的な概念につ
いて，最も興味のある論争のあることを，前掲の表3の脚注において述べて
いる。そこで，両教授の所説に従って，まず，貢献差益の計算方法について
みていきたいと思う。
伝統的な全部原価による損益計算書と変動原価損益計算書 (thevariable 
costing income statement)の形式を比較しながら，さらに表5として掲
げることにする。
両教授は，この二つの損益計算書について，次の如く説明している。「伝統
表
全部原価損益計算書
（数値の桁は、千とする）
売上高
(—涜上製品製造原価
（固定製造間接費を含む）
総利益又は売上総利益
(-)販売費及び一般管理費
? ?
$1,000 
600 
40 
300 
$ 10 ． 
?
変動原価損益計算書
売上高
（一）変動費：
製造費 $360 
販売費 100 
管理費 20 
総変動費
貢献差益
（一）固定費：
製造費 $ 240 
販売費 120' 
管理費 60 
総固定費
純利益
$1,000 
480 
520 
?
420 
$ 10 
出所： C. T. Horngren & G. Foster., ibid. p. 57. 
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的な損益計算書は，全部原価計算を用いており，製造費，販売費および一般
管理費として，経営管理機能によって，主要な費用項目別に分けられる。反
対に変動原価損益計算書は主要分類表として，原価の動きを特徴づけてい
る。この計算書は，実際に変動原価損益計算書の代りに，貢献差益計算書
(a contribution income statement)とも呼ばれている。
これら二つの損益計算書は，演算の結果から相遮することを示している。
しかし乍ら，混合の処理方法もある。例えば，或る企業では全部原価損益計
算書を用いるけれども，変動費と固定費との間に2~3の区別をしている。
それは，これらの損益計算書が経営管理機能による本来の分類を保留し，製
造間接費，販売費及び一般管理費を変動費ならぴに固定費の領域に二次分類
していることによる。
全部原価計算による損益計算書は，貢献差益を示さないという点に注意を
すること。このこと•:ま，売上高が変化し，純利益に影響を与えるという計算
方法において，分析の困難性を高めている。全部原価計算のもとにおける固
定製造間接費は， 均ー化されており（統一化されており）， 製品に割り当て
られている。それは，単位原価と売上総利益の数値の中に，短期の原価ー一
取引量—利益の分析のために取り除かなければならない固定費を含んでい
るからである。
この貢献差益の算出方法は，純利益が明確になる前に固定費が差し引かれ
ることを強調している。この総固定費について，短期•長期の計画が作られ
たとき，経営者が固定費の動きと管理に注目するよう， うながしている。貢
献差益計算方法の支持者達は，固定費は重要でなも無関係なものであると
は思っていない。しかし，彼等が変動費と固定費を分類することは，多くの
困難な経営上の意思決定に，重要な役割を果たすものであることを念頭に入
(14) 
れておくべきである。」と述べ，変動費と固定費の区別の重要性を強調して
いる。
次に，貢献差益 (contributionmargin)と売上総利益 (grossmargin) 
(14) C. T. Horngren., & G. Foster., ibid. p. 57-58. 
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（しばしば総利益 (grossprofit)と呼ばれる）の用語が混乱されてみられ
る場合があるので，ホーングレンとホスター両教授は，両用語の比較につい
ても述ぺている。すなわち，「前述の財務諸表（表3, 5)に示してあるよう
に，貢献差益は全ての変動費，つまり，変動製造原価，販売費及ぴ一般管理
費の領域を含んだ変動費を超過した売上高の部分である。反対に，売上総利
益または総利益は，売上製品の売上原価を超過した金額である。それ故に製
造会社では，売上製品の製造原価（固定間接製造原価を含む）は，利益を得
るため売上高から差し引かれる。
製造会社では，売上総利益と貢献差益はほとんど異なった金額となる。そ
にれよって，売上製品の原価に含まれる固定製造原価は，たまたま，変動非
製造原価 (variablenonmanufacturing cost)と一致するということはあり
えない。たとえ小売業においても，売上原価は完全に変動費からなっている
としても，売上総利益は必ずしも貢献差益と同額にはならない。例えば，小
(15) 
売商が売上の10彩の手数料による儲けをあげると仮定する。」と述べ，その
比較を示している。
表 6 （数値の桁は，千とする）
売上高 $ 100 売上高 $100 
売上原価
売上原価 $ 55 
55 
販売手数料 10 
売上総利益 $ 45 総変動費 65 
貢献差益 $ 35 
出所： C. T. Hongren & G. Foster., ibid. p. 58. 
このように貢献差益の概念を限界利益 (marginalincome)と同じように
みる考え方では，固定費を回収し，さらに利益を獲得するために貢献する概
念と，個別固定費を控除した利益概念と考え，共通固定費(jointfixed cost) 
はセグメント別貢献差益の合計額から回収し，利益の獲得に貢献する概念で
(15) C. T. Horngren., & G. Foster., ibid p. 58. 
32(318) 第 33 巻第4• 5号
(16) 
あるとする二つの考え方がある。
いずれにしても貢献差益方法では，伝統的な損益計算書による売上総利益
では得られない，経営者ならびに経営管理者が意思決定を行うに必要な情報
を得ることができる。
この点について，貢献差益と貢献差益率の特徴に関してホーングレンとフ
ォスクー両教授は，次の如く述べている。
「貢献差益と売上総利益は合計額として，単位当りの額として，また売上
高に対するパーセンテージとして，比率形式で表わすことができる。例え
ば，貢献差益比率は，貢献差益合計額を売上高で割って算出される。同様に
変動原価比率は，変動費合計額を売上高で割って算出される。
会社の部門と生産ラインにおける貢献差益と貢献差益率を理解しておく必
要があるのが，次に述べる事柄から解るであろう。
1. 貢献差益率は，経営者の決断を行う上で役に立つ。例えば，どの製品
に力を入れるか，また，どの製品は力をゆるめるか，どれを受け入れる
かという決断などであり，また売上総利益は，他の製品に関連してい
る。
2. 貢献差益は，ある生産ラインを縮少すべきか，どうかを決断する上で
多いに役立っている。短期間に，ある製品が変動費よりも多くの利益を
生み出すならば，それは，全体の利益に貢献するものである。この情報
は，貢献差益方法によって，直ちに得られる。伝統的な損益計算方法で
は，有用な情報を集めるのが困難であるだけでなく，その手がかりは，
固定費要素を含む単位原価にたよることによって，経営上間遣った方向
を取るという危険性をもっている。
3. 貢献差益は，あらゆる選択要素，つまり価格の引き下げに関すること，
特別な割引き，特別な宣伝キャンペーン，販売量の増加について，報奨
金を出すことなどに使用される。これらの決断は，確かに，将来予想さ
(16) 青木茂男稿 "jt献差益”神戸大学会計学研究室編「第4版会計学辞典」同文館
昭和59年， 430ペー ジ。
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れる売上収益の増加と，それに伴って増加する原価の比較によって決定
される。一般に，貢献差益率が高くなればなるほど，販売促進からのよ
り良い港在的な純利益をうることができる。また，この率が低ければ低
いほど販売促進費の追加支出を必要とする。
4. 目標利益について同意が得られた時，目標利益の達成のためその目標
利益を保証する売上扁を計算することにより，容易に知ることができる
であろう。その計算方法は，固定費プラス目標利益を単位貢献差益で割
ることにより求められる。
5. 意思決定は，しばしば，与えられた資産（例えば，機械類や資材）を
最大の利益をあげるためには，どのように使用すればよいか，というこ
とである。貢献差益方法は，利益を得るために最も総合的に貢献する製
品を決めるという点で，適切な意思決定をするためのデークーを供給し
ている。
6. 貢献差益方法は，販売価格が業界でしっかりと定着しているところで
は，役に立っている。なぜなら，個々の会社の主な問題は，どれほどの
変動原価が許容されるかということ。（問題は，製品の品質効力とデザ
ィンによって，多くの会社に重大な影響を与えている。）また，どれぐ
らいの生産量が得られるか，ということである。
7. 貢献差益方法の支持者は，貢献差益方法を基にした製品の単位原価の
集計について，経営者が原価，取引量，価格および利益の関係を理解す
るために役立つものであると主張する。そしてより賢明な価格決定へと
導びく。最終的に，最高の価格は，消費者の需要によって決められる
が，最低限の短期間の価格は，時として製品の製造，販売等による変動
(17) 
費によって決定される。」と述ぺ，経営者ならびに経営管理者の意思決
定への役立ちを強調している。
これらの問題は，貢献差益ならびに貢献差益率の適用の問題であるが，こ
こでは，製品の組合せについてみていきたいと思う。
(17) C. T. Horngren & G. Foster., op. cit. pp. 58-59. 
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§4. 貢献差益と製品組合せ
この点に関して，シーリングロー教授の見解によると，「貢献差益は，どの
製品が他の製品よりも相対的に収益性が高いか，したがってまた，販売員の
一層の努力に値するかを示す。逆に，それらは，販売上の魅力または製品の
収益性を増すために，さらに経営管理者の注意を必要とする製品系列を明ら
(18) 
かにするのに役だつ。」と述べている。
この問題は，セールズ・ミックス (Salesmix)として考えられるので，
ホーングレン教授による定義をみることにする。「セールズ・ミックスを定
義すれば，総売上高を構成する会社の多数の製品数量の相対的組合せという
ことができる。製品系列は，その貢献差益の態様によって分析できよう。こ
の種の分析では，固定費を製品に配賦する問題は起らない。しかしながら，
製品系列別損益分岐点を決定するには，固定費を製品に割り当てる問題が
生じる。この割当計算の正当さは，固定費と製品の関係に依存するところ大
である。別々の工場や別個の販売組織がある場合には，この関係は明白であ
る。固定費を多種製品に個別に割当てることは多くの会社において恣意的な
もので，製品分析は，全体としての固定費に対する製品系列の総貢献差益に
(19) ― 
まとめられるのが一般である。」と述べている。
また，セールズ・ミックスが，会社全般の損益分岐点を計算するための重
要な要因となることにふれて，「構成割合が変化すると， C-V-P関係も
また変化する。全体としての販売目標が達成されるとしても，高い差益率を
もった製品の売上高が，予定された割合以上になれば，利益はずっと大きい
(18) G. Shillinglaw., Cost Accounting; Analysis and Control (Homewood, 
Il. ; Richard D. Irwin, Rev ed., 1967. p. 517) 
ゴードン・シーリングロー著安達和夫•山口操共訳「経営原価会計」日本生産
性本部，昭和45年8月， 278ペー ジ。
(19) C. T. Horngren., Accounting for Management Control. An Introduction 
Prentice-Hall, 1切0.p. 220. 小倉栄一郎・加藤勝康訳「管理会計」日本生産性
本部，昭和49年4月， 189ペー ジ。
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ことがありうる。セールズ・ミックスに占める低差益率製品が首位にあると
きは，逆の効果が出る。損益分岐図表は，所与のセールズ・ミックスを前提に
している。セールズ・ミックスが変化すると，損益分岐点は変化する。いう
までもなく，他の条件にしてすべて等しければ，会社は高差益率をもつ製品の
(20) 
構成割合を増大せしめようと試みつづける。」と述べている。この場合， 固
定費の概念は，前述の如く個別固定費と共通固定費に区別して，個別固定費
は限界利益より差し引かれ貢献差益を算出し，共通固定費は貢献差益によっ
て回収されると解釈する。
損益分岐点を利益図表によって，製品組合せ変化にともなう貢献利益分析
を行うものとして，末政芳信教授の研究がある。末政教授によれば，「この
種の問題は，広い意味でのC・V・P関係の分析によって有効に取り扱われ
る。これは各製品ごとの原価・営業量•利益関係を明確に把握し，それによ
って得られた数値を利用した製品組合せが考慮される。その場合の利益概念
としては，通常，純利益概念よりも，むしろ広義の貢献利益概念が重視され
(21) 
る。」と述べられている。そして，損益分岐点分析による方法として，平均法
による製品組合せの方法では， N.A.A.の調査報告書第37号にみられる有
効貢献利益 (effectivecontribution margin)を取りあげ，「このような有
効貢献利益（有効限界利益とも呼ばれる）が最大になるような製品組合せが
(22) 
基本的に考えなければならない」とし，多品種の製品を製造・販売する企業
では，平均法による損益分岐点分析よりも，「個々の製品別に損益分岐点を
算出する形式がとられている個別法による製品組み合せ方筐］の方が有利
であることを示唆されている。しかしながら，損益分岐点分析による手法の
みでは， 「多数の複雑な制限が同時に課せられたときには，やはり限界があ
(20) C. T. Horngren., ibid. 小倉栄一郎・加藤勝康訳「前掲訳書」， 189-190ペー ジ。
(21) 末政芳信著「短期利益計画計算」白桃書房，昭和39年9月， 351ペー ジ。
(22) 末政芳信著「前掲書」 356-357ページ。有効貢献利益については， N.A. A. 
"Current Application of Direct Costing" Research Report No. 37 Jan. I. 
1961. pp. 32-35. 染谷恭次郎監訳「前掲訳書」 51-54ペー ジ。
(23) 末政芳信著「前掲書」 358ペー ジ。
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るものと隠めなければならない。この限界を克服する分析方法として L•P
(linear programing線型計画と呼ばれている）計算による分析が考慮され
（以）
ることはいうまでもない。」として， L・P計算の有用性を強調されている。
この問題については，紙面の都合上，別の機会に譲ることにする。
さて，ホーングレンとフォスクー両教授は，セールズ・ミックスについ
て，次のような例をあげて説明している。
「セールズ・ミックスとは，売上総額を含む製造量の組合せ関係である。
もし，その混合内容が変化しても，売上目標は遂げられるであろうけれど
も，低マージンあるいは高マージンの製品について，当初の割合による利益
への影轡が変化する。
例えば，二種類の製品を製造している会社が，次のような予算をもってい
たと仮定する。
表 7
A B 合計
売上個数 120,000 40,000 160,000 
売上高 $5と$10(1個につき） $600,000 $400,000 $1,000,000 
変動費 $4と$3 (1個につき） 480,000 120,000 600,000 
貢献差益 $1と$7 (1個につき） $120,000 $ 280,000 $ 400,000 
貢献差益率 (0.20) (0. 70) (0.40) 
固定費 300,000 
純利益 $ io,oo 
（出所） C. T. Homgren & G. Foster., op. cit. p. 60. 
貢献差益率は，筆者が挿入した。
損益分岐点はどのようになるか，大方の答えは，予算に計上されたセール
ズ・ミックスは変らないと考える。つまり，製品Aを3個売ることは，製品
Bを1個売ることになるからである。
(24) 末政芳信著「前掲書」 364ペー ジ。
末政芳信著「利益図表の展開」国元書房，昭和団年1月，第8章製品種類計画に
関連した利益図表の分析， 195-223ベー ジ。
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製品Bが損益分岐点にくる個数をBとする。
製品Aが損益分岐点にくる個数を3Bとする。
売上高一変動費一固定費＝純利益0
、ドル5(3B)+ドルlO(B)ー ドル4(3B)ー ドル3(B)-.ドル300,000=0
ドル25Bー ドル15B-:ドル300,000=0
ドルlOB=ドル300,000'
B=30,000 
3B=90,000=A 
損益分岐点は，製品Aが90,000個，製品Bが30,000個からなり，合計
120,000個となる。これは， 3個の製品Aと1個の製品Bのセールズ・ミッ
クスに関する損益分岐点である。
しかし，損益分岐点はユニークな数字ではない。明らかに，それはセール
ズ・ミックスによるものである。例えば，製品Aだけが売られるとすれば，
（それの貢献差益は， 1個につき 1ドルとなる。）：
300,000ドル+lドル=300,000個（製品Aのみからなる場合。）
同じように，もし，製品Bだけが売られるとすれば，（それの貢献差益
は， 1個につき 7ドルとなる）。
300,000ドル+7ドル=42,875個（製品Bからのみなる場合。）
明らかに，どのような売上量でも，貢献差益の高いものの割合を多くすれ
ばする程，純利益は高くなる。例えば，仮に次の例，実際売上個数が160,000
表 8
A B 合計
売上個数
売上高
変動費
貢献差益
貢献差益率
固’定費
純利益
$5と$10(1個につき）
$4と$3 (1個につき）
$1と$7 (1個につき）
lOQ,000 
$500,000 
400,000 
$100,000 
(0.20) 
（出所） C. T. Horngren & G. Foster., ibid. p. 61. 
貢献差益率は，筆者が挿入した。
60,000 160,000 
$600,000 $1,100,000 
180,000 580,000 
$420,000 $ 520,000 
(0. 70) (-0,473) 
300,000 
$ 220,000 
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個となる結果を示してみると~ 同じ160,000
個である。しかし，製品Aは100,000個，製品Bは60,000個の販売数であり，
純利益は220,000ドルとなる。それは，予算による純利益100,000ドルより，
はるかに120,000ドル高くなっている。
経営者は，当然全製品の売上高を最大にしたいと望むであろう。それで
は，何故，セールズ・ミックスについて不安に思うのか，セールズ・ミック
スの変化の分析は，しばしば，何故，実際売上高と予算売上高の利益が異な
るのかを明らかにしている。その点について，コレコ産業は，有名な例を提
供している。 1983年にコレコ産業は，アダム・パソナル・コンピュクーから
の巨大な売上高と純利益を予算に計上していた。同時にコレコ産業は，他の
主要な製品であるキャベッジ・パッチ人形から，より適度な売上高を期待し
ていた。その結果は，アダム・パソナル・コンピュクーの売上高は減少した
が，キャペッジ・パッチ人形の方の売上高は上昇した。このセールズ・ミッ
クスでの変化は，実際の利益は予定していた利益と異なっているという，主
な説明となった。
経営者達が，全製品の売上高に最大限の望みを託すには，彼等が，常に限
りある資材をもって経営しなければならないからである。何故ならば，追加
された製品量と売上量とのずれが生じる可能性があるからである。例えば，
増設された生産設備は利用できないかも知れない。どの製品を製造すべき
か，その決定は，必ずしも単位貢献差益のより高い割合でもって，製品を製
造できない場合があることに注目すべきである。とにかく，今，仮に設備を
毎時間製品Bl個を製造する代りに，製品AlO個の製造に利用できるものと
考えると，製品Bが1時間当り， 1X7ドル=7ドルの貢献差益を得ている
のに対し，製品Aは1時間当り， lOX1ドル=10ドルの貢献差益を得ること
ができると考えられる。
合計額では，原価，営業量，利益の分析は，そのような多くの仮定をもた
ないかも知れないけれども，注意深く行わなければならない。仮定された状
況が変化するとき，損益分岐点とさまざまな売上高の水準において期待され
変動原価計算における貢献差益に関する一考察ぽ：井） (325)39 
た純利益 (netincome) もまた変化する。 もちろん， 損益分岐点は， しば
しば付随的な資料である。それよりも焦点は，製品組合せがさまざまな生産
・(25) 
と販売戦略のもとにおける純利益の獲得に，役に立つのである。」と述べて
いる。
このように，二種類以上の製品を製造，販売している企業では，製品種類
別損益計算書を通じ，収益性の高い製品を見出し，それを如何に重点的に製
造，販売するかによって，目標利益を達成することができるのである。この
場合，前述の如く，しばしば生産および販売能力が問題となる。これらの点
に関連して， N.A.C.A.調査報告第23号は，第4章“直接原価計算の利益
計画への役立ち”において，製品の選択と重点販売と題して，セールズ・ミ
(26) 
ックスの問題をとりあげ，また；同調査報告第37号では，第3章‘‘直接原価
計算の利益計画への適用”において，その実例として，販売数量の変化にと
もなう利益の測定，販売製品の構成の変化にともなう利益の予測と題してセ
(27) 
ールズ・ミックスの問題をとりあげている。
§5. むすび
変動原価計算について，わが国の原価計算基準は，三〇 総合原価計算に
おける直接原価計算として，期間損益計算ならぴに税法等の関係で，企業
(25) C. T. Horngren & G. Foster., op. cit. pp. 60-62. 
セールズ・ミックスの効果については， N.A. C. A. Research Report No.17に
説明あり。即ち，予算上の製品種類別セク・メント別損益計算書と予算に比べ貢献
差益の低い製品の構成比率が増大となった場合の実績による製品種類別損益計算
書を掲げて，損益分岐点売上高が当初の予算による金額よりどれだけ上ったかを
比較し，貢献差異として予算額，実績額および差異額（不利）と，それぞれの製
品の貢献利益率を示している。
(26) N. A. C. A. "Direct Costing" Research Series No. 23. 染谷恭次郎監訳「前
揚訳書」 175-183ペー ジ。
（町） N. A. A. "Current Application of Direct Costing" Research Report No. 町
Jan. 1. 1961. pp. 30-35. 染谷恭次郎監訳「前掲訳書」 49-54ペー ジ。
40(326) 第 33 巻第4• 5号
が直接原価計算を経営の意思決定のため採用したとしても，「会計年度末にお
いては，当該期間に発生した固定費額は，これを期末の仕掛品およぴ製品と
当年度の売上品とに配賦する。」ことを要求している。すなわち，会計期末に
おいては，全部原価計算方法に戻すことを条件として萬めているのである。
要するに本稿では，・ホーングレンとフォスクー両教授の所説を中心にま
ず，変動原価計算の定義および変動原価計算と伝統的な全部原価計算の相遣
をみてきた。その結果，変動原価計算では，変動製造原価ならびに変動販売
費および一般管理費を原価として組み入れ，貢献差益を算出するところに，
その特徴があることがわかるのである。この貢献差益の算出に一般的に損益
分岐点分析が使われるが，多品種製品の製造，販売については，このような
形態の企業に，製品種類別セグメント別損益計算書の作成が有効であること
がわかった。また，多品種製品の組合せにおいて，収益力の高い製品，すな
わち，貢献利益率の高い製品を見い出し，製品組合せを変えることにより，
純利益額が増大することについても検討を加えた。このような問題につい
て，変動原価計算における貢献差益方法が大いに役立つのである。
なお，本稿では，事業部制における事業部の利益業績の測定評価には触れ
ていないが，事業部制の問題にも貢献差益方法が有用なことは言うまでもな
い。何れにしても，変動原価計算が短期利益計画における経営戦略に，大い
に活用されることを期待するものである。
